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中国の都市住宅制度改革
―国有企業改革，市場経済化の一側面―
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三．国有企業改革，市場経済化と住宅改革一むすびにかえて
中国住宅改革の主要内容は，住宅の現物分配制から住宅の商品化への移
行である。それは，①企業，国家財政の負担による住宅建設という過大負
担を改め，②住民の資金動員によって立ち遅れた住宅建設を加速化するこ
と，③住宅関連産業を振興し，内需拡大したがって経済成長の一支柱とす
ること，④職業，就業場所選択の実質的自由を拡大し，労働力の流動化な
ど労働力市場の成熟をはかること，などを主な目的としており，国有企業
改革の重要な一環と考えられる。
住宅の商品化は，国民生活におよぼす影響が多方面にわたり，かつ甚大
なことから，長期にわたる漸次的移行とならざるを得ない。それは，①公
有住宅家賃の引上げ，②公有住宅の従業員への割引価格での払下げ， とい
う段階をふんで， 1998年 9月から③住宅の現物分配制の全面停止と貨幣分
配制の段階的導入にいたっており，さらに④1999年より払下げをうけた公
有住宅を転売する中古住宅市場の創設も始まっている。
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小論の課題は， (1)1990年代に急ピッチで進んできている住宅改革の
経過，進行状況を素描すること， (2)住宅改革の位置や意義を国有企業
改革の進行ならびに市場経済化との関連から検討することである。
ー．改革前の中国の都市住宅制度ー特徴と問題点
1978年末から始まる改革・開放以前の中国の都市住宅制度は今日，「福
利制．供給制．分配制」を特徴としていたとされる。それは1949年前後か
らの計画的経済体制の樹立の過程で漸次的につくりだされたもので，その
形成過程は大要次のとおりであった。
①都市の公有住宅の大半は，国家により建設され，都市住宅管理部門や
企業，事業単位によって労働者・職員に現物分配する方式がとられた。
②都市の公有住宅の家賃は， 1948年東北解放区においてソ連邦の経験に
倣って「家賃で住宅建設費をまかなう」（以租養房）という考えのもとに，
減価償却費，維持・修理費，管理費の 3項目の費用をまかなう水準に定め
られることになった。この考えのもとに当時 (1950年代初）の月家賃は一
般に面当たり0.4元前後，月 4~5元，労働者・職員の家庭収入の10%前
後を占める水準に定められた。しかし，後述の経過をへて，改革前にはさ
きの 3項目のうちの維持・修理費さえ下回る水準に低下していた。
③都市の土地は，工商業の社会主義的改造が完成する1950年代後半まで
に，種々の方法により漸次国有化され，私有住宅はそのまま私的利用に委
ねられ，居住，賃貸が認められていた。その後社会主義的改造によりかな
りの私有住宅が公有化されたようであるが（詳細は不詳），私有住宅は全
廃にいたることはなく，残存した。 1985年の全国調査によれば都市住宅
は， 3,977万戸あり， 15,034万人が居住していたが，そのうち公有住宅が
83%以上 (1978年当時は74.8%であった），私有住宅は17%前後であった。
公有住宅のうち 3分の 1は，地方政府の家屋部門により管理され（「直管
公房」という）， 3分の 2は，企業，事業単位によって管理され（「自管公
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房」という）ていた。
他方，建国以来の都市住宅の建設は次のような経過をたどった。大別す
れば4つの時期を区別することができる。
第 1期は，国民経済復興期と第 1次 5ヵ年計画期である (1949~1957
年）。この時期には，全人民所有制単位の固定資産投資の10%が都市住宅
建設に当てられ，合計1.1億面の住宅が供給された。国民経済の回復，発
展に歩調を合わせて比較的順調に住宅の供給が行われた。
第2期は， 1950年代後半から70年代前半までの大躍進・文革期をふくむ
時期で，住宅投資は全人民所有制単位の固定資産投資の3.8%に急落した。
とくに第3次5ヵ年計画期には，その比率が3.3%に低下し，住宅建設は大
幅に立遅れた。このため一人当り居住面積は， 1949年の4.5m2から， 1978
年には3.6m玉低下し，居住条件は悪化したのである。
第3期は， 1970年代後半から1980年代前半期である。この時期以降住宅
建設は再び重視され， とくに，第 5次 (1976-1980年）および第 6次5ヵ
年計画期 (1981-85年）には，前述の比率は，それぞれ9.7%,13.2% (こ
の10年間の平均では約11%)に上昇した。とりわけ住宅改革の方針が打ち
出された1979~1985年の 7年間に都市住宅建設投資は約1,214億元にのぼ
り，都市住宅建設は8.25億mりこ達した（これは1985年までの建国36年間
の住宅竣工面積の60%にあたる）。
第4期は，住宅改革がしだいに本格化する1980年代後半以降の時期で，
最初の1986年~1992年の 7年間だけでも都市住宅建設投資は約3,671億元，
12億m溺の都市住宅建設が行われ（これは建国43年間の住宅竣工面積の
46%にあたる），建設テンポを速める持続的発展の時期に入ったと考えら
れる。固定資産投資に占める都市住宅投資の比重は1993-95年には15%に
達している。
他方，住宅使用料（家賃）については，事惜はやや複雑である。家賃
は，建国前後からソ連に倣って，減価償却費，維持・修理費，管理費の 3
項目の費用を償う水準を徴収するものとされた。これによって少なくと
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も，住宅の単純再生産は保証されることになる。したがって，当初は無償
あるいは極端な低家賃という考えは，将来方向として採られていなかっ
た。逆に， 1952年の内務部の制定では，家賃標準は，さきの 3項目に加え
て不動産税と利潤をふくめて 5項目にもとづくものとされていた。しか
し，国家機関勤務員の公有住宅家賃徴収に関する1955年 8月の法律で
は， 1吋当り最高0.3元，最低0.048元，平均0.12元と規定された（これは
当時の北京市の市民向け公有住宅家賃の 2分の 1,私有住宅家賃の 4分の
1の水準であった）。これ以後，各地方ではこの基準にならって家賃の引
き下げが行われた。国家統計局の1956年の労働者・職員家庭収入調査によ
れば，家賃負担は月2.1元，家庭収入の2.4%,本人賃金の3.2%であった。
これに比し，公有住宅の市民向け家賃は高<, 1 m2当り0.2~0.3元で，労
働者・職員の家庭収入の 6~8%を占めていた。
以上から，人民中国では， (1)都市住宅は，国，企業，事業単位から，
低家賃で提供されるものであった。 (2)1950年代後半以後は曲折はある
ものの，都市住宅建設は低調で，一人当たり居住面積が低下するなど住宅
問題が悪化したことがわかる。
では，なぜこうした制度や結果がもたらされたのかということが問題に
なる。
(1) については，土地，建物についての私有の否定，国有化をめざす
という当時の社会主義の理想主義的な考えから，国，企業が住宅を保障す
ることは当然と考えられていたことがあろう。地代についても土地国有化
を行ったソ連の経験に倣ったようである。 1954年2月に土地需要の増大か
ら北京市人民政府は国営企業をふくめて，すべての単位から土地使用料
（地代）を徴収することを中央政府に提議したが，当時の中央財政経済委
員会は，国有土地からの土地の使用料（地代）の徴収は，国家財政収入を
実質的に増加させるものではなく，反対に，企業の生産コストおよび国家
予算の支出を不必要に高め，事務煩雑化をもたらすとして，明確にしりぞ
けた。これにより土地利用は無償制となり，地価は消滅した。低家賃，徴
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収基準の不統一が種々の問題を生みだしたため， 1957年9月の中共8期 3
中全会では，さきの「以租養房」原則にもとづいて，家賃を引上げるこ
と，一般に 1面当り月0.25元，一戸平均16~20m2で計算して，月 4~5
元，賃金所得の 6~10% (平均8%前後）に 2段階で引上げること，およ
び私有住宅居住従業員への家賃補助は漸次廃止することを提議した。しか
しこの提議は大躍進政策の採用その他から，実施されず，その後かえって
労働者・職員家庭の経済的負担軽減を理由として家賃標準の引き下げが行
われた。
1965年4月に再度，公有住宅家賃標準の低下を阻止する国務院決定が，
「以祖養房」原則の貫徹を打出し，家賃標準の低下に歯止めをかけ， 1 m2 
当たり月0.2元前後の水準に戻されたが，文革十年の間に，家賃の再引き
下げ，家賃補助金の拡大が生じ，国家財政負担の問題を深刻化させること
になった。
1978年に実際に徴収されていた公有住宅家賃は 1m2当り月0.13元で
あった。これは1950年代の家賃の約半分の水準であり，種々の試算によっ
ても，維持・修理費用を賄うにも不足する水準であった。
以上のように中国の都市部では，極端な低家賃で，住宅が提供された。
しかも，当初の地方政府による住宅の提供・管理という考えは後退し，公
有住宅の大半 (3分の 2)は企業により従業員の福利の一環として提供・
管理されることになった。中国の企業は単なる経済活動単位にとどまら
ず，生活の単位としても機能してきたことはよく知られているが，住宅提
供も企業従業員福利の一環となっていった。こうした福利的住宅制度を支
えた条件は，小島麗逸氏が整理されたように，①1954年からの食糧配給
制，②1958年からの都市戸籍制，③都市部の食糧小売市場と労働市場の閉
鎖，④財政負担力，の四つであるといえよう。すなわち，都市への人口流
入を厳格に規制した上で，国家が住宅建設およびその維持，管理費を負担
したところにあった。
国営企業や事業単位に就職し都市戸籍を得た者のみが，低家賃の公有住
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宅の提供を受け得たわけで，職と住の確保は一体のものであった。住居の
確保は，都市戸籍制，職業選択や就職の制限の上に成り立っていたから，
これは一面からみれば従業貝の生活の全面的保障ではあるが，他面からみ
れば，従業員の企業への前近代的緊縛という不自由，不便宜を意味するも
のであった。
このように住宅が企業・事業単位によって行政的に分配されるシステム
は，社会的な民主主義的コントロールが欠如したもとでは，配分にあたっ
ての不公平や腐敗を生みださずにはおかなかった。
以上から，改革前の都市住宅システムの問題点は次の 3点にまとめられ
る。①従業員の企業への住宅依存と企業への緊縛，②住宅の行政的配分に
ともなう不公平，腐敗，③住宅建設，低家賃による国家財政負担の過大化
と住宅建設の遅れ。明らかにすべきさきの③の住宅建設の立遅れは，曲折
があるものの1950年代後半以後の「生産重視，生活軽視」の考え，イデオ
ロギーに最大の原因があろう。生産優先は，防衛・軍事優先からきたもの
で，それはまた戦後冷戦体制への中国の独自の国際情勢への対応から生み
だされたものであろう。
ともあれ， 1950年代後半から1970年代前半にいたる「生産重視，生活軽
視」の考えがどこから生じてきたかの解釈は種々あり得るが， 1950年代後
半からの約20年間に，都市の住宅状況は明らかに悪化したのである。その
状況を包括的に示している調査としては，時期は少しずれるが， 1985年に
実施された第 1回全国家屋調査がある (1985年はすでに 1人当り居住面積
は5.2面改善され， 49年以降の最高水準を更新している時点である）。それ
によれば，住宅のない世帯（結婚後も別居，非適格住宅居住など），住宅
不便世帯 (2~ 3世代同室など），密集世帯 (1人当り居住面積4m2以下）
などの都市の住宅難世帯は28.8%に及んでいる。
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都市住宅制度の改革ー経過と到達点
(1)経過一改革の諸段階
1978年からの改革・開放政策への転換にともなって，前述のように，住
宅建設が見違えるほど重視されるようになった。それを端的に示すのは，
都市住宅建設面積および 1人当りの居住面積の着実な増加である。この22
年間に後者について言えば， 1978年の3.6面から1986年の6.0m2そして2000
年には10.3m2へと増加した。また従来の公有住宅制度改革の必要も次第に
認識されるようになった。早くも， 1978年9月， 1980年4月に部小平は住
宅政策の必要や方向（個人が住宅を建てることができる。新旧の住宅を売
却できる）について語った。 1979年， 1980年には公有住宅家賃問題につい
ての調査，全国的研究会が開催されている。 1979年からは住宅改革の試み
（住宅の試験的販売。 1981年末までに全国で3,000戸余の販売）も始められ
た。その後の主要な経過を簡略化して示せば，次のとおりである。
1) 1982年 4月には常州（江蘇省），鄭州（河南省），沙市（湖北
省），四平（吉林省）の 4都市が補助金つきの住宅販売の改革テスト
都市とされた。購入者の個人負担は価格の 3分の 1'残る 3分の 2は
地方および単位が補助する方式が採用された。
2) 1984年10月には改革テスト都市の追加拡大が行われた。 1985年まで
に27省の試点で1,092.8万面の住宅が販売されたが，低価販売で（当
時の売却の標準価格は300元/m2cされたが，実際には全国平均では，
20元／面前後で売却されたという），過重負担を招いているとして，
地方と企業の反対が強く，この方式は85年末に中止されることになっ
た。
3) 1986年2月には唐山（河北省），蛙埠（安徽省），煙台（山東省），
常州（江蘇省）が改革テスト都市となり，なかでも煙台で先進的改革
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が行われた。
4) 1988年1月に国務院は1988年から 3~5年間で住宅改革を段階的に
推進する方針を打ちだした。 3), 4)の時期の改革は，家賃の引上
げ，賃金の引上げを主要内容としていた。すなわち低家賃の是正が改
革の重点とされた。しかし80年代後半には，インフレ，賃金上昇のた
め，世帯収入に占める家賃の比重はかえって低下し， 1985~1992年は
1%以下となった。この数字が3%をこえるのは1995年以後のことで
ある。
5) 1991年10月には住宅改革の統一案が作成され， 95年目標（維持・修
理費，管理費，減価償却費をカバーする 3項目家賃水準へ，一人当り
居住面積7.5m2へ）， 2000年目標 (3項目に投資利息と宅地・建物税を
加えた 5項目家賃水準へ，同上8m2へ），長期目標 (5項目に土地使
用費，保険費，利潤を加えた 8項目家賃水準へ）がうちだされた。ま
た1991年5月には，シンガポールの中央積立金制度を手本とする住宅
積立金制度が上海市で先駆的に導入された。
6) 1994年7月国務院改革深化決定。社会主義市場経済化路線の確定の
上に立って住宅改革の全面的推進が行われることになった。住宅積立
金制度と住宅金融の拡充，低・中所得者向けの経済適用住宅と高所得
者向けの商品住宅の二重供給システム，さらに低所得者層に対しては
95年から「安居工程」と称される低価格住宅の供給の開始，家賃の大
幅引上げと公有住宅販売の徹底等がそれである。家賃は2000年には家
庭収入の15%の水準に引上げることが目標とされた（実際には1997年
末で 3%~7%の水準にとどまっている）。上海市では97年6月まで
に売却可能な公有住宅の54%が売り出され， 66.7万世帯が購入した。
7) 1998年7月，国務院改革深化・住宅建設促進決定（現物分配制度の
廃止，住宅配分の全面的貨幣化の段階的導入）。この決定にもとづき，
以後，各地方で公有住宅の売却，住宅手当の支給による賃金引上げ，
家賃の引上げが加速化されることになった。
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また経済適用住宅の建設を重点とすること，中古住宅市場の創設，住宅
金融の拡充に力点がおかれるようになった。
98年の全国12都市調査では， 33%の世帯が持家， 49%が単位からの賃
貸， 9%が不動産業者からの賃貸， 3%が私人からの賃貸， 6%がその他
であった。
以上の過去20数年の住宅改革の経過は，論者により， 3~5段階に分け
られている。これを大きく整理すれば，①1980年代の改革の試行段階，②
1991 ~ 1993年の家賃引上げと売却の同時開始・同時推進段階，③1994~ 
1998年6月の社会主義市場経済化方針に見合った改革全面推進段階，④
1998年7月以降の住宅配分の貨幣化段階，の 4段階あるいは，最初の 2段
階を一括りにして1994,1998年を画期とする 3段階に分けることもできよ
?? ?
(2)改革の到達点
改革の到達点を，①住宅建設量と居住水準，②住宅の市場経済化水準の
二つの視点から確認しておこう。
①住宅建設量と居住水準
都市部の年間住宅建設量は1992年に2.4億m2に達し， 1993年~1996年に
は3億m冶， 1997年~98年には 4億m冶， 1999年以降は 5億m冶に達
している。第10次5ヵ年計画 (2001~2005年）では，経済適用住宅の建設
を重点として低家賃住宅を拡充すること， 5ヵ年で都市住宅を27億面竣
エさせ， 2005年の建築面積を一人当り22面の水準に引上げる（農村部で
は，一人当りの居住面積でみても78年の8.lm2から2000年にはすでに
24.8面の水準に到達している）ことが計画されている。
どんな規模，テンポで都市住宅の建設が進めば，住宅の需要が満たされ
るのであろうか。これについては都市化の進行テンポ，一人当り居住水準
をどう仮定するかで異なるが， 2000~2010年までの計算では，一人当り居
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住水準を不変と仮定しても，年間 3~5億m2の建設が必要だと見込まれ
ている。したがって急増している近年の建設量の規模でも，一人当たり居
住水準の緩慢な上昇しか見込めないレベルということになろう。 1998年に
一人当り居住面積4m2以下の住宅困難戸は400万戸以上，危険家屋3,300
万面以上と推計されており， トイレ，台所の各戸別設置率は55%程度で
あった (2000年目標60~70%,2010年目標85%以上）。
住宅は，現在，高所得者向けの商品住宅，中・低所得者向けの経済適用
住宅，貧困層向けの低家賃住宅の 3種がある。このうち経済適用住宅（エ
コノミー住宅）とは，商品住宅が，種々の理由から，一般労働者にとって
余りにも高価であるため考えだされたものである。経済適用住宅の建設に
あたっては，行政部門より土地が無償で提供され（土地費用はコストの約
3割を占めている），それ以外にも種々の特恵措置が適用されて，低価格
（一般商品住宅より30~40%低い）で提供されるものである。
住宅建設量にかかわる問題の一つは，住宅困難戸が解消しない一方で，
売れ残り商品住宅が増加していることである。それは1994年に3,289万
m2, 1998年に8,783万面あり，この間，年々1,000万m淑上増加した。こ
のように住宅の潜在需要と有効需要のギャップが拡大した。最大の原因
は，商品住宅価格が一般の国民の購買力に比して異常に高いことである。
家庭の年収比では住宅価格は10数倍という高さである。他方で，低家賃が
維持され，市場価格の 2分の 1から10分の 1の価格で購入しうる方法があ
るとすれば，一般市民が市場価格での商品住宅の取引に向かわないことは
自然である。売れ残り商品住宅の圧縮のため， 1999年以降コスト価格（経
済適用住宅価格）での販売などの措置がとられている。
中国の商品住宅価格は賃金比で高いだけではなく，コスト高という別の
原因もある。商品住宅の価格構成は①土地関連費用 20~25% (北京
市 30~35%) ②建築費用 30~35 %, ③インフラ施設費 15~ 
20% ④各種の税金と負担金 10~15% ⑤利潤 10%~ から成ってい
る。とくに③，④の負担が重く，中国では一般に住宅価格には内装費が含
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まれていないことを考慮したとしても②の比率が異常に低くなっている。
住宅が購入できる賃金水準の実現とともに，不合理な商品住宅の価格構
成の是正による商品価格の引下げが今後の重要な課題である。
1998年以後，経済適用住宅の建設に重点がおかれたのは，商品住宅の売
れ残りの増大という背景があったためである。経済適用住宅投資は1998年
に， 1,700億元， 2億m2,1999年には1,903億元， 2.44億mzに達している。
②住宅の市場経済化水準
住宅の市場経済化水準をどのようにはかるのかは，難しい問題である。
土地，住宅，そして住宅金融の価格が市場でどこまで決定されているの
か，住宅市場への自由な参入がどこまで保障されているのか等，市場の客
体および市場主体の形成度をみなければならない。顧海浜は， 1996年の論
文において中国の不動産市場の形成度は20%以下であると述べた。 2000年
の論文では30%と評価している。すなわち 5ヵ年で10%強進展したと評価
している。恐らく妥当な評価であろう。
中国国民のうち高所得者である数パーセントの都市居住民にとっては，
住宅の売買は全く自由であり，先進資本主義国における取引とそれほど変
わらないであろう。むしろ，都市の土地が国有であり，土地使用権の取引
が行政的に規制されているため，より安価であるとさえいえるだろう。し
かし大半の中国国民にとっては，住宅取引は，不自由であり，前近代的規
制（戸籍制度など）さえ残している。これまで割当てられた住宅は職位等
級 (4~8等級くらい）によって住宅の広狭が決定されていた。現在支給
されている住宅手当は，一律ではなく，職位等級によって大幅な格差が設
けられている。近年，戸籍制度にも多くの風穴が空きつつあり，都市への
流入の自由は拡大しつつある。その他の住宅関連の前近代的システムも，
今後しだいに変化していくことは確実であろう。
以下，住宅の市場経済化水準に関わる到達点をいま少し具体的に確認し
ておこう。
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1)公有住宅の売却の進捗度は，地域によって大きく異なるが，東部の
諸都市や古くからの開放都市では， 70~80%前後に達しているようで
ある。全国平均でも50%以上に達しているとみられている。ただし，
企業従業員あるいは現居住者に限定しての売却であり（戸籍制度の存
在のため，買手は限定されているうえ，さらにこの限定がある），市
場価格の5分の 1から 2分の 1くらいの特恵（優待）価格での売却で
あって，市場価格での売却ではない。割引きにおいては，職位別の配
分基準面積を考慮したうえで主として勤続年数が考慮されている。こ
の割引きは，市場価格が一般労働者の賃金水準比では，きわめて高価
であるためである。
2)新築商品住宅（ー級市場）も，高額所得者を別として，一般労働者
にとってはきわめて高価であるため，企業が購入し，従業員に割引価
格で売却するケースが過半（約4分の 3)を占めている。いずれにし
ても，住宅市場化のためには，住居費を含む賃金の構成と水準，した
がって賃金改革の前進が不可欠である。
3)全国的には1999年以降中古住宅市場（二級市場）も形成されはじめ
ているが，戸籍制度による制約のほか，なお，売却先の限定や売却益
の処理において限定がある。従業員に優先して売却しなければならな
いとか，買戻し特約があるのが普通であり，売却益の半分を企業と個
人で折半する特約がついているケースが多い。
4)住宅賃貸市場と家賃水準
中国では持家比率が上昇しているが，その比率は 5割前後であろ
う。その他は企業，地方自治体からの賃貸であって，自由な賃貸市場
（三級市場）の形成は，まだ萌芽状態にあるといえよう。人口流動の
激しい大都市では賃貸比率が高いのが一般的であろう。賃貸比率が高
まるためには，あるいは賃貸住宅の建設が進んでいくためには，家賃
水準がコストを償う価格に引き上げられなければならない。現状は，
異常に低い公有住宅家賃と，異常に高い私有住宅家賃との共存という
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不正常な事態が続いている。歪みの少ない賃貸市場の育成が望まれる
ゆえんである。
5)住宅積立金と住宅金融制度
前述のとおり，住宅積立金制度は1991年に上海で導入され， 1994年
以後全国的に普及しており，住宅建設資金の供給，ついで住宅融資に
おいて積立金制度は大きな役割を果たしている。
住宅積立金制度は，賃金の 3~9%程度の個人負担および賃金の14
~18%程度の企業負担で，合計で賃金の23%程度を積み立て，各地方
政府が住宅建設を資金面から促進することを意図している。 1994~
1999年の積立額は，全国でそれぞれ110億元， 210億元， 293億元， 797
億元， 1,231億元， 1,610億元であり，都市住宅建設資金の 4割前後を
になうまでに，とくに経済適用住宅，安居工程住宅の建設資金の大半
を賄うところまで急増している。上海市では98年までに該当者の98%
が加入している。しかし，全国的にはまだ加入率が低いだけに，今後
積立額は急増していくものと考えられる。
住宅金融については，建設銀行，工商銀行が個人住宅金融を活発に
展開しはじめているところである。前者は2000年4月上旬現在まで
に， 1,500億元の個人住宅貸付を行っており，後者は2000年9月末ま
でに， 818億元の個人住宅貸し付けを実施している。今後一層拡充し
ていくものと考えられる。
三．国有企業改革，市場経済化と住宅改革一むすびにかえて
中国の国有企業改革は，年金，医療，住宅，教育など従業員の生活全般
をケアしていた単位（生活単位）でもあった企業の性格を改変し，企業を
利潤追求の経済単位に純化することを目ざしている。したがって，住宅改
革は，国有企業改革の一環を成している。 1978年末からの中国の改革・開
放政策の展開は， 1991~92年に，社会主義市場経済化の宣言に到達した。
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その下でも世界でトップレベルの高度成長が持続している。 2000年には，
為替レートによる GDPのドル換算で，世界第6位に位置し，こ>2~ 3 
年でフランス，イギリスを追い抜き， 2010年前後には，西ドイツを上回っ
て世界第3位に達することはほゞ確実視されている。
このように，中国の過去20数年の経済発展は，目覚ましい。しかし出発
点は明らかだとしても，それがどこに到達するかについて，諸説がある。
議論が錯綜するのは，社会主義と市場経済の関係をどう理解するのかが論
者によって異なるからである。中国じしんは，東欧・ 旧ソ連邦諸国のよう
に社会主義から資本主義への移行を宣言してはいない。その移行を宣言し
たとしても，これらの諸国のこの10数年の現実が示しているように，社会
全体の資本主義化が短期に実現するわけのものでもない。したがって，中
国，ベトナムのように，計画経済から市場経済への移行しか宣言しない
国々の行方には，論議が集まる。中国の独自の道が資本主義化宣言をしな
い資本主義への独自の道なのか，共同富裕，平等社会といった点で社会主
義の理想の意味が多少とも残る社会を実現していくことになるのか，なお
定かではない。現実の中国は計画経済から市場経済への移行の途上にあ
る。 21世紀初頭の時点で，中国の市場経済化水準は，多く見積もっても50
~60%程度である。
住宅改革の分野でも，多くの改革が積上げられてきたことは，見てきた
とおりであるが，改革は 3合目あたりにたどりついたに過ぎない。住宅の
分野は，もともと市場経済化になじみにくい領域でもある。したがって住
宅や都市の景観は国によって驚くほど異なる。公的住宅建設が主流をなす
香港やシンガポールの方が，中国以上に「社会主義的」でさえあるといい
うる。中国旅行者には，近郊農村のいたるところに見られる 2~3階建の
住居，いかにも豪華に見える別荘地域の出現，ベランダに鉄格子があるか
どうかで，オフィスと住居が見分けられるといった「悲惨な現実」等々に
目を奪われる。
中国社会は，高成長とともに，近代化され，確実に豊かになっている，
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他方お金がすべてであるといった風潮も蔓延しつつある。住宅分野におけ
る階級・ 階層別格差はむきだしで見える。中国社会が市場経済化のなかで
どのような形で住宅問題を解決していくのか，どのような住宅文化をつく
りだしていくのか，今後の改革の行方に注目したい。
（付記）
本稿は，参考文献に記した吉田雄之進氏の修士論文に多くを負っている。吉田雄
之進論文は，上海，北京，大連の各市の住宅改革の具体的ケースを豊富に紹介して
いる。また1998年改革および北京市，上海市の改革文書の邦訳を付録としている労
作である。
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